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今回のニュースの内容 

1. 第 65 回早稲田社会学会大会の報告 

2. 2013 年度早稲田社会学会総会の報告 

3. 2013 年度研究例会の報告 

4. 2012 年度研究助成の報告 

5. 2013 年度研究助成について 

6. 入退会者のお知らせ 

7. 学会費納入のお願い 

 

 

 １. 第 65 回早稲田社会学会大会の報告  

第 65 回早稲田社会学会大会は、2013 年 7 月 13 日（土）に早稲田大学戸山キャンパス 33 号館第 1 会議室に

おいて開催されました。報告者および報告題目、司会者、討論者は次のとおりです。 

 

一般報告 

司会者 伊藤美登里（大妻女子大学） 

 

報告者 須藤直子（早稲田大学大学院文学研究科） 

  「I ターン移住者をめぐる移住プロセスの制度化」 

平井勇介（立教大学社会学部／早稲田大学人間総合研究センター） 

  「“対話”の場における権力作用―自然再生協議会を事例として」 

平岡 章夫（国立国会図書館） 

       「民主党政権をめぐる言説分析―リベラル派メディアを中心に」 

 

シンポジウム 「当事者性と支援を問う：排除される若者たちとその支援」 

報告者 古賀正義（中央大学） 

      「液状化するライフコース―都立高校中退者の調査事例から」 

    報告飯島裕子（一橋大学大学院） 

      「若者ホームレスの現実」 

  報告津富宏（静岡県立大学） 

      「静岡方式の理念と実際」 

           

討論者 池岡義孝（早稲田大学） 関水徹平（立正大学） 

司会者 牧野智和（日本学術振興会） 
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シンポジウム報告    

今研究活動委員会の 3 か年にわたるコンセプト「当事者性と支援」のもと、今回の大会シンポジウムでは「排

除される若者たちとその支援」をテーマとしてとりあげた。まず、古賀正義（中央大学）は、報告「液状化す

るライフコース―都立高校中退者調査からみた中退問題と支援」において、ほぼ義務教育化している高校教

育からのドロップアウトによって、就業、家庭、犯罪、疾病等のリスクに直面する可能性が急速に高まる昨今

の状況を踏まえ、東京都教育委員会と協力して行った中退者の意識・行動調査の結果から、その実態と支援の

必要性について報告した。特に、中退者はそれぞれ中退後の進路についてもがき、立ち止まりながら模索し続

けている一方で、それを支える支援の資源・環境を彼らが見出せていない状況の改善が訴えられた。 

飯島裕子（ノンフィクションライター／一橋大学大学院）は、報告「若者ホームレスの現実」において、男

性の若者ホームレス（40 歳未満、路上に加え安い民間宿泊施設に泊まり続けている、最低 4 日以上路上生活経

験がある）50 名への聞き取り調査から、（１）どのような経緯でホームレス状態に至ったのかという観点から

のその住居・家庭歴の類型化を行い、また（２）なぜ働かない／働けないのかという観点からその職業歴の類

型化を行った。そして、自らにも起こりうることだという「当事者意識」と想像性が支援においては肝要だと

結論された。 

津富宏（静岡県立大学）は、報告「『静岡方式』と呼ばれる就労性と支援―当事者性と支援」において、

自らが発足以来関わる NPO 法人「青尐年就労支援ネットワーク静岡」での、保護司制度を原型とした市民に

よる伴走型就労支援「静岡方式」の理念と実際の活動について論じた。そして当事者性とは、「自分の問題が、

自分だけの問題ではなく、他者の抱える何かと通底しているという気付き」から生まれる、何らかの「連帯の

基盤」になるものであり、静岡方式における支援とは、時に強引に背中を押すことで、「一人ではないと感じて

もらう」ことを一つの含意にしていると主張した。 

以上の報告に対し、討論者の池岡義孝（早稲田大学）は、（１）家族社会学における家族問題研究の展開を

述べたうえで、各報告が主に関連する教育（古賀）、労働（飯島）、犯罪（津富）の領域における、家族をめぐ

る問題の捉え方の歴史的展開と現状について、また（２）当事者とは当人、家族、支援者、社会という同心円

のどの領域を示すものなのかについて、報告者への質問を行った。 

また関水徹平（立正大学）は、エスピン・アンデルセンの枠組を用いて「商品化／脱商品化」という枠組か

ら今日における当事者支援のベクトルを整理したうえで、各報告における被支援者たちは、今日何から排除さ

れ、また何に包摂されることを求めているのか等の質問を行った。 

約 4 時間という長丁場にも関わらず、議論は最後まで弛緩することなく散会となったといえる。「当事者性

と支援」というコンセプトに引き寄せて概括すれば、本年のシンポジウムでは、当事者（性）をめぐる「位相」

が浮き彫りになったのではないかと考える。つまり、当事者（性）とは誰か、何かを各領域の各エージェント

において考えていくとともに、その現在における布置を捉えていくこと。支援の現場に必ずしも携わるわけで

はない社会学者ができることの一つには、そのような位相・布置を詳らかにすることで、他者と通底・連帯す

る想像力の基盤を創っていくということがあるのではないか、そのように考えさせられたシンポジウムであっ

た。 

（日本学術振興会 牧野智和） 

 

 

２．2013 年度早稲田社会学会総会の報告  

2013 年 7 月 13 日（土）17：30～18：20 まで早稲田大学戸山キャンパス 33 号館第１会議室において、2013

年度早稲田社会学会総会が開催されました。 

 

１．議長選出 

  大久保孝治（早稲田大学） 

２．議事 

2-1 報告事項 

1) 理事会活動報告（嶋﨑庶務担当理事） 

2) 研究活動委員会活動報告（池岡研究活動担当理事） 
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3) 編集委員会活動報告（榎本担当理事）  

4) 2013 年度研究助成の申請と採択について（嶋﨑庶務担当理事） 

 2-2 審議事項 

  1) 2012 年度決算案の件（土屋会計担当理事） 

※同封の決算報告をご参照ください。 

 2) 会計監査報告（事務局より代行） 

  3) 2013 年度予算の件（土屋会計担当理事） 

※同封の決算報告をご参照ください。 

4) .理事補充の件（理事推薦委員会） 

  浦野正樹氏（早稲田大学）と那須壽氏（早稲田大学）の理事就任が承認された。 

5) プライバシーポリシー制定の件 

 

３．2013 年度研究例会の報告  

第 35 回研究例会が、以下のとおり開催されました。 

 

タイトル：「排除される若者たちとその支援」 

日時：2013 年 5 月 18 日（土）14：00～17：00 

会場：早稲田大学 戸山キャンパス 第 10 会議室 

司会者：木村 正人（高千穂大学） 

報告者および題目： 

牧野智和（日本学術振興会）「高校中退者の意識と中退後の状況について 

                             ―東京都高校中退者調査を素材にして」 

宮古紀宏（早稲田大学）「カリフォルニア州における学校を起点とした多機関連携の現状 

                           ―リスクを抱えた子どもへのオルタナティブ教育の功罪」 

 

研究例会報告 

今回の研究例会では、社会的排除のリスクに晒され、困難を抱える当事者として、高校中退に直面する若者

たちをとりあげ、東京都の高校中退者調査に携わる牧野智和氏（日本学術振興会）とアメリカのオルタナティ

ブ教育制度に詳しい宮古紀宏氏（早稲田大学）をお招きした。 

牧野氏からは、中退の理由を「学校不適応」などとして問題を個人化しかねない、既存の調査枠組みの問題

点について指摘があり、現在行われている都立高校中退者、進路未決定卒業者の悉皆調査等の分析結果から、

「不適応」に至る過程の詳細や、中退者の社会経済環境、中退後の行動（就業、再就学など）の分岐要因等に

ついて報告があった。中退問題を退学リスクの認知が甘い当事者の自己責任に帰するのではなく、教育・雇用

支援制度の側に現状への「不適応」があり、それにかかる改善点、また中退者支援のあり方についても具体的

かつ有益な提言があった。 

 宮古氏からは人種問題、家庭問題、銃・薬物使用歴を背景にもつ問題生徒への支援事例としてカリフォルニ

ア州で展開されているオルタナティブ教育の実態、とくに、学区・郡レベルにまたがって用意されている多様

な教育諸機関（インディペンデント・スタディ、継続学校、コミュニティ・スクール、コート・スクールなど）

のそれぞれの特徴と、それらのあいだの連携のあり方について報告があった。公立高校がほとんどであり、18

歳までが義務教育であるアメリカとの諸事情の相違に留意しつつも、リスクを抱えた子どもへの対応が、教員

個人の学級運営にゆだねられがちな日本の学校制度の課題が浮き彫りにされた。カリキュラムが類似した学校

を横並びに設置するのではなく、多様なリスクとその要因にあわせた多層的なセーフティネットとして、オル

タナティブな教育の拡充を考えるべきとの結論が示唆的であった。 

フロア参加者が尐なめで広報活動に課題が残ったが、大会シンポジウム提題者を交えた討論の時間では、教

育支援の課題のみならず、中退・失業リスクを抱えた若年者への社会的支援のあり方について、シンポジウム

を見据えた活発な意見交換がなされた。 

                           （高千穂大学 木村正人） 
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４.2012 年度研究助成の報告  

昨年度の研究助成の対象は、次の 2 件の研究でした。 

 

 1）研究題目「現代日本における都市－農村移動の構造とメカニズム―移住促進事業の展開と問題点」 

   研究代表者：須藤直子（早稲田大学大学院文学研究科博士後期課程） 

   助成額：  15 万円 

 

 2 ) 研究題目「カルチュアル・ソシオロジーの射程と理論枠組み」 

    研究代表者：柳原良江（東京大学人文社会系研究科死生学・応用倫理センター研究員） 

    助成額：  10 万円 

 

 

 研究成果の概要について以下の報告書が提出されました。 

 

1)「現代日本における都市－農村移動の構造とメカニズム―移住促進事業の展開と問題点」 

須藤直子（早稲田大学大学院文学研究科博士後期課程） 

 

本研究は、国や地方自治体が主導する都市圏から地方圏への移住促進事業に焦点をあて、埼玉県秩父地域を

事例としながら、2000 年代以降の日本国内における I ターンの構造とそのメカニズムを明らかにすることを課

題とした。具体的に実施した分析は、以下三点である。第一に、行政が主導する 2000 年代以降の移住促進事

業のうち、総務省による定住自立圏構想と地域おこし協力隊事業を取り上げ、政策の内容と実施状況を公開資

料から整理した。第二に、秩父地域の空き家活用と移住促進を目的に発足した「ちちぶ空き家バンク」につい

て、秩父市役所と「ちかいなか分科会」（民間企業主体）へヒアリングを行った。第三に、秩父地域の地域おこ

し協力隊２名（秩父市担当、旧大滝村担当）と、秩父地域への移住者５名（皆野町在住、小鹿野町在住）へイ

ンタビュー調査を実施した。 

以上の分析により、主に二点を明らかにすることができた。一点目は、行政が実施する定住自立圏構想は、

この政策単体で移住促進を図るというよりも、「定住自立圏」という圏域を母体に、各地域が地域おこし協力隊

や空き家バンクの導入を行い、多角的に移住促進を進めている、という実態である。定住自立圏構想は、都市

から地方への人の流れを作り出すことを目的とした政策だが、平成の大合併後の広域行政の見直しと大きく関

連した政策であり、各地域の都市機能あるいは生活機能を整備することに主な財政措置がとられていた。すな

わち、定住自立圏構想は移住者受入のための「受け皿」を整備することに主眼を置き、具体的な移住促進は地

域おこし協力隊の導入や空き家バンクの推進という側面から実施されている。 

一方で、移住促進を主導するアクターが多岐にわたる場合、その連携不足や意識の差が、移住促進にブレー

キをかける場合がある。それが、本研究で得られた二点目の知見である。埼玉県秩父地域は、平成の大合併を

経た１市４町で「ちちぶ定住自立圏」を形成し、「ちちぶ空き家バンク」を発足したが、自治体は現在も広域市

町村圏を主軸にしており、定住自立圏は「実験的取り組み」として捉えている。しかし、工務店や不動産業な

どの民間企業（ちかいなか分科会）は、空き家バンクの利用者増が自身の経営と直接的あるいは間接的に関わ

るため、空き家バンクも一つのビジネスとしている。これらの意識の違いは、移住者による「移住促進に熱心

でない自治体」と「空き家の売買に特化した民間企業」という評価へとつながっていた。今後、秩父地域にど

のような移住者層を必要とするかについて、自治体と民間企業の間でのすり合わせが必要であろう。とはいえ、

2013 年７月より「秩父市空き家等の適正管理及び有効活用に関する条例」が施行されたこともあり、秩父地域

における移住促進の動きに変化が見られることが予想される。今後も継続して秩父地域内の観察を続けていき

たい。 
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2)「カルチュアル・ソシオロジーの射程と理論枠組み」 

柳原良江（東京大学人文社会系研究科死生学・応用倫理センター研究員） 

 

 本研究では、日本で質的調査を実施する多くの社会学者が抱えているであろう困難―得られた膨大なテキ

ストを、文化人類学でもカルチュアル・スタディーズでもなく、社会学の
、、、、

枠組みで、どのように分析・考察す

べきか―についての一助となるべく、英語圏でポピュラーな「カルチュアル・ソシオロジー（Cultural 

Sociology）」と呼ばれる概念とその枠組みについて調査を行った。その上で、本枠組みの有用性を示すため、

構築主義と還元主義の対立を孕み、社会学で扱いが困難に見える「科学技術」や「身体問題」を対象に、適用

の可能性と意義を考察した。 

 カルチュアル・ソシオロジーは、現在日本で流通する「文化社会学」の様に、サブカルチャー研究やマス・

メディア研究など個別の文化現象分析を指すのではなく、広く文化に関わる社会理論研究である。米国を中心

に 80 年代から用いられ、90 年代を通じ普及し、2000 年代からは米国内外で制度化が進んでいる。その定義は

普及とともに拡散傾向にあるが、当事者たちの共通理解は、実証研究を通じ「文化」概念を支える社会理論を

検証・展開・深化させる営みである。 

本概念で最も主要な枠組みがジェフリー・Ｃ・アレクサンダー（Jeffery C Alexander）を中心に展開された「構

造解釈学論」からのアプローチである。これは「文化の自律性」を前提とした「強いプログラム」に基づき、

社会を「意味の網」から成るテキストとみなして解読する。またアン・スワイドラー（Ann Swidler）に代表さ

れる実践論的アプローチも知られている。そこでは主体が意味を選択する「行為」に重点が置かれるため、文

化と主体の多様な関係を捉える事が可能となる。また近年イギリスでは、ブルデューの引き起こした「文化的

問題」への応答として、ギデンズ、バウマン、チェイニー（Chaney）を中心に主体と社会構造の関係性を探る

議論として展開されている。 

 このような全体像と各学派の特徴を踏まえると、科学技術をはじめ、唯物論に還元される可能性の高いトピ

ックほど、構造解釈学的なアプローチが適していよう。ジュディス・バトラーが「身体」をパフォーマティヴ

な場と提起したように、科学技術を通じて紡がれる意味を析出することで、その意味が実際の身体、環境に働

きかける構造を認識し、文化が唯物的な社会にもたらす効果を分析することができる。そのようなアプローチ

により、たとえば知と権力の因果関係を巡りフーコーが陥った循環論法を回避しつつ生権力を論じる事も可能

となるかもしれない。 

 

 

５. 2013 年度研究助成について  

2013 年度の研究助成の募集に対して 2 件の申請があり、2013 年 7 月 13 日の理事会で審査した結果、以下の

とおり助成が決定されました。 

 

1）研究題目：妊娠・出産にまつわる困難や葛藤を支える市民活動および事業について 

研究代表者：白井 千晶（早稲田大学ほか非常勤講師） 

助成額：  15 万円 

2）研究題目：若者のキャリア形成における「仕事」と「趣味」 

       ―演劇活動を続ける人々を事例として 

研究代表者：髙橋 かおり（早稲田大学大学院文学研究科博士後期課程）  

助成額：  15 万円 
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６．入退会者のお知らせ  

理事会において以下 6 名の入会が承認されました。（以下、敬称略） 

 

2013 年 5 月 18 日理事会 田辺俊介（早稲田大学文学学術院） 

 平井勇介（立教大学社会学部／早稲田大学人間総合研究センター） 

2013 年 6 月 15 日理事会 鷹田佳典（早稲田大学人間学学術院健康福祉学科） 

 崔尹禎（早稲田大学大学院アジア太平洋研究科博士後期課程） 

 閔淑（無所属） 

2013 年 7 月 13 日理事会 富永 京子（東京大学大学院人文社会系研究科社会文化研究専攻社会学専門  

分野／日本学術振興会） 

      

理事会において、以下の会員（3 名）の退会が承認されました。（以下、敬称略） 

2013 年 5 月 18 日理事会      樫田美雄（2013 年度末退会を承認）  嵯峨座晴夫  清水英雄 

 

 

７. 学会費納入のお願い  

 本年度の学会費が未納の方、および過年度分の未納がある方宛てに、振り込み用紙（お名前と該当の未納年

度を印字しております）を同封いたします。早急にお振り込みくださいますようお願い申し上げます。なお、

本状と入れ違いになりました節はご容赦ください。 

 

口座番号：00100-3-38020（郵便振替） 

加入者名：早稲田社会学会 

（年会費：一般会員 5,000 円  学生会員 3,000 円） 

 

複数年度分の会費を納入される場合、および転居・異動などがあった場合には、通信欄にその旨を明記くだ

さい。なお、年会費の納入記録についてのお問い合わせなどがありましたら、事務局（socio-office@list.waseda.jp）

までご連絡ください。 

 

 

 

■学会費の納入にご理解とご協力をお願いいたします！ 

 近年、学会費納入率が低下しており、学会運営に支障をきたしております。会員の皆様に

は、引き続き、早稲田社会学会活動にご理解いただき、会費を納入いただけますようお願い

いたします。 

 

 

 

以 上 


